
西 1 保育園を含むこども家庭支援課の安定的運営に係
る会計年度任用職員の勤務実績管理業務の効率化

１　暫定措置として、デジタル区役所モデル区の取組で開発した簡
　易システムを会計年度任用職員が多い区こども家庭支援課、保
　育園に導入
２　総務局労務課が所管する非常勤職員管理システムの改修等の
　抜本的な事務改善の実施

総務局 △

西 2 自治会町内会業務の負担軽減に係るモデル事業の
実施

　行政等からの依頼対応や自治会町内会の運営事務の負担軽減を
目的とした自治会町内会と行政の情報共有プラットフォーム等の整
備

市民局 ○

西 3 横浜駅周辺の美化・環境改善
１　喫煙禁止地区の順次拡大及び清掃・巡回強化
２　公民連携による環境美化の推進

資源循環局 △

都市整備局 ○

道路局 ○

西 5 市営地下鉄高島町駅周辺の安全で快適な歩行者環
境の構築

　令和４年度に取りまとめた横断歩道の設置や高島歩道橋のバリア
フリー改善などエリア全体の整備の基本的な考え方を踏まえ、交通
問題及びまちの賑わい創出を目的とした、まちづくりの方向性の実
現と歩行者環境の具体的な改善に向けて、区局で連携し地域の課
題解決・魅力向上につながるよう、関係機関及び庁内関係部署と協
議・調整

都市整備局 △

西 6
「こども家庭センター」の効果的な運営に向けた、区
こども家庭支援課業務へのＤＸ活用による業務効率
化と包括的相談支援体制の構築及び局区の機能強
化

１　専門職業務をはじめとするこども家庭支援課業務のＤＸ化によ
　る業務効率化
２　こども家庭センターとして包括的かつきめ細かな支援を実施す
　るための体制構築と支援の仕組み作り
３　「こども家庭センター」としての区の機能を一元的に統括・総合
　調整などを担う局機能の継続・強化により、中長期的な検討課題
　に対応できる体制の構築

こども青少年局 △

西 4 東横線廃線跡地の整備

１　既設構造物の状況を鑑みて、改めて廃線跡地全体の利活用計
　画及び事業スケジュールの再検討を実施
２　構造物の利活用方法や歩行者利便増進道路制度（ほこみち制
　度）などを導入し、供用済み区間も合わせてより多くの人が集ま
　り、にぎわいを創出する仕組みについての着実な検討を実施
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◇地域の課題、基礎データ等
【こども家庭センター設置に伴う更なる機能充実・強化】
〇児童福祉法改正（令和６年４月施行）により、「こども家庭センター」の設置が市町村の努力義務とされ、本市でもこども青少年局を中心とした区
局検討ＰＪの中で検討・準備を進めている。「こども家庭センター」は、「母子保健」と「児童福祉」の一体的支援を提供するとされ、横浜市では福祉
保健センター設置以来、機能の上乗せを繰り返し、これら双方の役割を担ってきた区こども家庭支援課がその機能を担うことは必至であると考え
られる。
〇センターとして新たに求められる機能としては、①「統括支援員」を中心とした支援体制の構築②「サポートプランの作成」③「地域資源の開拓」
とされているが、既存のこども家庭支援課の業務体制ではその機能は負いきれず、更なる機能（体制）の充実・強化の検討が必要である。
〇特に、相談支援を担っている専門職（社会福祉職・保健師）に期待される役割は更に大きくなるが、現状でも年々業務量は増加し対応は複雑
化・困難化している等課題は多く、すでに担っている「子育て世代包括支援センター」「こども家庭総合支援拠点」としての相談援助の役割を果た
すために包括的な支援体制の検討が必要である。一方、限りある人員・財政体制の中で、単純に人員増だけで機能強化を図るのは本市としても
困難な状況である。

【ＤＸ化による業務見直し、業務スタイルの見直し】
〇西区はデジタルモデル区役所の取組のひとつとして「デジタルツール（スマートフォン、タブレット等）を活用した業務効率化」を掲げ、こども家
庭支援課でも専門職業務に導入する試みに着手したところである。
〇国の標準化や、横浜ＤＸ戦略の取組推進、ＤＸ等を踏まえた区役所業務のあり方検討などの流れを踏まえ、区こども家庭支援課専門職業務も
これまでの業務の進め方を大きく見直し、専門性を発揮した包括的相談や子育て家庭を支える地域づくりに注力できる新たな体制を構築すべき
時が来ている。そのためにも現業務にＤＸツールを活用して業務効率化を図るとともに、これまでのこども家庭支援課並びに福祉保健センター全
体の業務を振り返り中長期的な視点で業務見直しを検討する必要がある。
〇また、現在、こども家庭支援課で対応する業務は、福祉保健システムや母子保健システム等で業務ごとに事務処理をしているが、支援を要する
子どもや家庭を総合的に捉えにくく、また記録作業はそれぞれの業務システムや個人記録ファイルごとに行っているため複数の事業で関わりのあ
る場合は重複して記録事務を行っている状況である。更に個人情報を扱うことから外部からのアクセスはできず、記録作業は執務室に限られてお
りテレワークやモバイルワークでは対応できない仕組みとなっており、超過勤務の増加にもつながっている。リモート用のＹＣＡＮ端末を活用して記
録作業ができても、業務システムに移行させる作業が発生する。
〇現在、ＤＸ統括本部で取り組んでいる「Link-Up！YOKOHAMA」の中で、「セキュリティが確保できるクラウドサービスの活用」の検討も始まって
いるが、業務システムへの導入も必要性が高いと考えられる。

【少子化対策、こども政策分野への期待、複雑・困難化するこども・家庭への支援】
〇国においては「こども家庭庁」設置や「こども未来戦略方針」の策定、本市中期計画基本戦略には「子育てしたいまち次世代を共に育むまちヨコ
ハマ」が掲げられ、こどもに関する政策への期待はますます高まっている上、昨今のこどもやその家庭が抱える課題は複雑かつ困難化しており、
時代の大きな流れの過渡期（分岐点）にあるこども分野の政策に対して、その支援体制を構築するためには中長期的な視点に立った検討が必要
である。
〇今後、福祉・保健業務における申請手続きや問い合わせ、情報提供のＤＸ化が進む中で、これまで横浜市が大切に展開してきた専門職による
きめ細やかで寄り添った相談援助の質をどのように確保していくかも重要な検討事項である。
(平成21年の福祉保健センター設置時から福祉保健を取り巻く状況は大きく変化しており、センター全体の業務見直し・評価も必要)

□１　日常の窓口対応等 □２　市民からの提案等 □３　地区担当制 □４　地域懇談会等
□５　区民アンケート □６　区民要望 □７　関係団体からの要望
■８　その他（法改正への対応の検討や業務遂行の中で認識　）

◇区民からの具体的な要望

妊娠期から子育て期におけるこどもや家庭が抱える様々な状況に対し、切れ目のない適切な支援が必要

◇これまでの区としての対応　※区運営方針に位置付けられているものはその旨記載してください。

西区運営方針　基本方針「つながりを大切に　誰もがにこやかにしあわせにくらせるまち　西区へ」
目標達成に向けた施策「いきいきと健やかに暮らせるまちづくり　1　妊娠期から学齢期までの切れ目のない子育て支
援」

令和６年度予算編成に向けた区提案反映制度調書

西区 こども家庭支援課

320-8465

こども青少年局 全区（一部賛同区を含む）

提案種別

予算・制度関連

新規

項 目

◇地域ニーズ等の収集手段

6
「こども家庭センター」の効果的な運営に向けた、区こども家庭支援課業務へのＤＸ活用による業務効率化と包括的相談
支援体制の構築及び局区の機能強化



◆局回答内容

担当者名 角谷 TEL

一部対応する

◇提案内容・概算額等

【1】専門職業務をはじめとするこども家庭支援課業務のＤＸ化の推進
　既存のＹＣＡＮモバイルワーク用端末の軽量化（タブレット型端末化）や記録一時保存のためのクラウドサービスの活用、スマート
フォンアプリ等の活用による業務効率化

〇出張先でのタブレットや業務用スマートフォン活用等による記録作業の効率化
　　　【予算】タブレット・スマートフォン（各３台）購入額・保守等費用概算額：■■■円（18区分）
　〇業務システムの記録への円滑な移行の仕組み構築のための検討
　〇電子申請の導入に伴う内部事務処理の（ＩＣＴ技術の導入も含めた）事務効率化の検討

【2】こども家庭センターとしての役割を果たすため、統括支援員を中心とした包括的かつきめ細かな支援を実施するための体制
　　構築と支援の仕組み作り
　〇相談支援記録の一元化　（個別支援の記録手法・システムが業務により異なる ⇒ 一元化により効率的な記録や支援世帯の
　　 全体的な把握が実現）
　　【予算】システム構築費用＋端末購入費用：■■■円
　〇業務システムへの記録作業においても、場所を選ばず直接システムにもアクセスできるデバイスの導入
　〇母子訪問員等委託者との個人情報のやり取りが安全にできる仕組みづくり（クラウドやアプリの活用など）
　〇地域関係機関と連携し、地域資源の開拓・充実を図るための体制構築の検討

【3】「こども家庭センター」としての機能を統括する仕組みの構築
　　複数の業務所管局課（３局25課超）にまたがる区こども家庭支援課が「こども家庭センター」としての機能を十分に発揮できるよ
　うにするためには、その機能を一元的に統括し、人材育成の推進・課題解決のための企画調整、各区の実情や課題に応じた総
　合調整などを担う局機能を継続・強化し、中長期的な検討課題※に対応できる体制の構築の検討が必要

※中長期的な検討課題の例
１.社会福祉職が専門性を発揮して相談援助や地域づくりに携わるための事務の見直しの検討
２.国標準化対象でない業務のＤＸ化の検討（産前産後ヘルパー・母子ケア事業など）
３.ＤＸ化や時代に即した母子保健業務のあり方の検討
４.複雑化多様化する相談ニーズに対応するための専門職の相談スキルの向上・標準化のための人材育成の仕組みの検討

以上の課題は、１業務所管課が担える規模のものではなく、健康福祉局福祉保健課センター担当をはじめとする関係局課とと
　もに区こども家庭支援課業務全体の把握や現状分析、課題把握のうえで効果的な体制検討などの役割を担う機能がこども青少
　年局内に必要

◇参考：区執行体制上の課題

区の執行体制の調整を要す

◇所管局

所管局課 こども青少年局　こども家庭課、地域子育て支援課、こどもの権利擁護課、障害児福祉保健課

671-4740

対応の有無

対応しない場合

◇課題に対する局の考え方

◇対応する場合の課題

対応する場合

　区こども家庭支援課に「こども家庭センター機能」を段階的に設置し、当事者ニーズに沿っ
た手厚い相談支援と地域における子育て支援の基盤づくりの強化を進めます。
 また包括的な支援を行うために、ＤＸによる情報の集約や情報共有、業務の効率化の検討を
進め、出張や訪問先での記録作成を行うためのタブレット端末の各区への配付、こども家庭セ
ンターにおける最適なシステム方向性やシステム導入計画の策定のための検討費を予算計上し
ます。
なお、下記のとおり課題がある内容については引き続き検討します。

①業務システムへ直接アクセスできるデバイスの導入は、国のガイドラインにより、住民情報
を扱うネットワークはインターネットを介するネットワークからの分離が示されており、現時
点では対応が困難です。
②母子訪問員等、委任者とのクラウドやアプリを利用した個人情報のやり取りは、他の手段も
含め検討が必要であり、産前産後ヘルパーや産後母子ケア事業のDX化は委託している事業者の
設備環境や運営体制がそれぞれ異なり現時点では困難ですが、他の類似案件を参考に検討して
いきます。

こども青少年局
こども家庭課、地域子育て支援課、
こどもの権利擁護課、障害児福祉保健
課

◇対応の内容

01211117
長方形

01211117
長方形
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